
高速道路と自動車　第 59 巻　第７号　2016 年７月20

１．はじめに

　少子高齢社会における人口減少傾向を考えると，都
市高速道路の償還可能性については，長期的な交通需
要の変化に対応する必要がある。そこで本研究では，
都市高速道路の長期的な交通需要変化に対応した対距
離料金制の運用方法を検討する

〘₁〙

。このため，経年的な
交通需要変化を，社会経済状況の変化から推計するモ
デルを構築する。この社会経済指標の推移を踏まえた
将来交通量推計に基づいて，いくつかの将来の交通需
要パターンが想定される。これに対して，都市高速道
路の償還制は，基本的な費用負担の枠組みであり，建
設費・維持管理費などの借入金を長期的な料金収入
（および受取利子）により返済するシステムである。
したがって，長期的な交通需要変化を考える場合，都
市交通需要が一定水準で維持あるいは増加傾向にある
場合には，料金収入の増加が見込まれるが，長期的交
通需要低下が生じる場合には，当初に設定した償還可

能性が危惧される。そこで本研究では，長期的交通需
要のパターンに対応した都市高速道路料金の運用方法
を検討する。

２．都市高速道路の交通需要変化

　ここでは，都市高速道路の交通需要変化について検
討する。具体的には図―１に示す阪神高速道路を含む
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京阪神都市道路網の長期的交通需要変化に基づいて考
察を進める。

　⑴都市高速道路交通需要の経年変化
　一般道路と都市高速道路で構成される都市道路網に
おいて，経年的な都市高速道路の交通需要の変化の推
移について考察する。図―２に阪神高速道路の１日平
均通行台数と１日平均料金収入の経年的推移（昭和
39 年度～平成 25 年度）を示す

〘₂〙

。
　阪神高速道路の１日平均通行台数は，わが国の高度
成長期から平成 10 年度まで，道路供用延長の増加に
ともなって増加している。
　また，平成７年に発生した阪神淡路大震災の通行止
めにより，一時的に大きく減少したものの，その後過
年度と同様に推移している。一方で，平成 11 年度以
降においては，平均通行台数の大きな増加はなく，一
定水準で推移している。さらに平成 19 年度以降は，
継続的に減少傾向で推移している。また，平成 23 年
度（平成 24 年１月）以降は，対距離料金制の導入に
伴い通行台数の算定方法が変更されており，平成 24
年度の平均通行台数は，約 72 万台となっている

〘₂〙

。

　⑵長期的需要変化に対する償還可能性
　次に，本研究における長期需要変化に対する都市高
速道路償還可能性の分析手順を図―３に示す。
　ここでは，まず都市圏の社会経済指標の経年的デー
タに基づいて，将来交通需要を推計する。
　さらに長期的交通需要の計算結果に基づき，都市道
路網における将来の都市交通流動を推計する。さら

に，都市高速道路の将来の利用状況から都市高速道路
の長期的な料金収入変化が算定できる。
　このとき，都市高速道路の長期的な償還可能性を考
慮して，将来の妥当な料金形式を決定する。

　⑶京阪神都市道路網の交通需要推計
　ここでは，まず京阪神都市圏都市道路網に対する経
年的交通需要量推計モデルを作成する。本研究では，
昭和 52 年～平成 22 年の京阪神都市圏における実績交
通量データを利用した

〘₃〙

。
　具体的には，道路交通センサスの近畿臨海地区（大
阪府・兵庫県・和歌山県）の生成交通量について，経
年的な８年次断面（S52, S55, S60, H2, H6, H11, H17, 
H22）の実績値を利用した。
　また，これに対応する経年的データとして，各年次
における大阪府の夜間人口：ＰＯＰ（ｔ），大阪府の
GDP（大阪府）：ɢＤＰ（ｔ）のデータを抽出した

〘₄〙

。
　このとき，年次 ｔ における京阪神都市圏生成交通量
ＴʀＦ（ｔ）を求める具体的なモデル形式として，線形
重回帰モデルを採用する。ここで，定数項を加えたモ
デルでは係数が負値となるため，論理的に問題が発生
する。このため，原点を通る関数として，次式のモデ
ルを用いる：

　ＴʀＦ（ｔ）＝β1・ＰＯＰ（ｔ）＋β2・ɢＤＰ（ｔ） ………　⑴　

　このパラメータ推計結果を表―１に整理する。ここ
で，前述のようにモデル作成のためのデータは，８年
次断面である。

図―２ 　都市高速道路通行台数の経年的推移（阪神高速
道路）
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図―３　長期的需要変化に関する分析手順
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　表―１より，いずれの変数に対する t 値も有意な値
となっている。
　また，京阪神の生成交通量の実績値と線形重回帰モ
デルによる推計値の関係を図―４に示す。これより，
京阪神都市圏の経年的な交通需要変化を比較的良好に
再現することができた。すなわち，センサスデータに
よる京阪神都市圏の生成交通量の実績値に基づく大阪
府の人口変化と GDP の推移を基本とした推計モデル
の妥当性が検証できた。
　
　⑷長期的交通需要に関する推計
　次に京阪神都市圏の将来交通需要量の長期的推計の
ために，独立変数に関する将来設定値を関連研究より
把握する。まず，①夜間人口に関して，「日本の地域
別将来推計人口（平成 25 年３月推計）」を用いる

〘₅〙

。こ
の推計においては，将来の出生率・死亡率に関して，
それぞれ高位・中位・低位の３種類が設定されている。
したがって，合計９種類の設定が可能である。
　ここでは，①出生率：高位・死亡率：低位，②出生
率：中位・死亡率：中位，③出生率：低位・死亡率：
高位の３種類の設定を用いている。
　このような手順による経年的な将来人口設定値を図
―５に示す。ここで，人口減少社会を反映して，いずれ
の設定においても長期的な人口逓減傾向が推計される。
　つぎに経済活動の指標として，大阪府の GDP 推計
値を用いる。この値は，基本的には労働人口の変化など
から推計されている。すなわち，具体的には「Creating 
a very long-term database for world population and 
GDP forecasts」の報告値を用いている

〘₆〙

。このような
将来の GDP 設定値を図―６に示す。
　この推計結果によれば平成 25 年から数年間は京阪
神都市圏の経済活動の増大が想定され，さらに長期的
には，経済活動の逓減が想定されている。
　これらの将来推定値に基づいて，京阪神都市圏の将
来生成交通量を推計する。すなわち，人口変化（３種

類）と GDP 変化（上記想定値）の将来値を用いて，
生成交通量を推計する。このような手順に基づいて算
定された生成交通量推計値を図―７に示す。
　本図に示すように，将来人口推計結果を反映して，
３種類の生成交通量推計結果が算定される。いずれの
場合も都市道路網全体の交通需要の長期的減少傾向を
示している。

表―１　偏回帰係数の推計結果
説明変数 係数 t 値

人口 1.529 10.21
GDP 0.3228 8.29

データ数 8
R2 0.9989

図―４　京阪神生成交通量の推計
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図―５　大阪府の将来人口推計値
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図―６　大阪府のGDP設定値
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３．長期的需要変化に対する償還可能性分析

　つぎに都市高速道路における償還計画の概要につい
て整理するとともに，長期的交通需要変化を想定した
交通需要推計プロセスを内包した償還可能性分析につ
いて述べる。

　⑴都市高速道路の償還計画の基本モデル
　都市高速道路の償還制は，一定期間において，都市
高速道路の建設費用と維持管理費用および支払利子を
料金収入と受取利子によって返済するシステムであ
る

〘₇〙

。この基本的な概念を図―８に示す
〘₁〙

。
　建設費用と維持管理費用に対して，料金収入が時間
経過に伴う累積結果として，等しくなるように料金を
決定する。ここで，Ｔ：償還年数，ｔ：年次（ｔ=１～Ｔ），
ʀＴ（ｑ（ｔ））：年次 ｔ の交通需要 ｑ（ｔ）に対する都市高速
道路料金収入，ＣＣ：建設費（出資金・借入金），ＣＭ（ｔ）：
年次 ｔ における年間維持管理費用とする。
　ここで，償還期間最終年次 Ｔ における総建設費：
ＴＣＣ，総料金収入：ＴʀＴ，総維持管理費用：ＴＣＭ
に対して，利子率 ｒ を用いて，それぞれ以下のように
算定される。　

　ＴＣＣ＝ＣＣ・（1＋ｒ）Ｔ ………………………　⑵　

　ＴＣＭ＝
Ｔ

Σ
ｔ＝1

ＣＭ（ｔ）・（1＋ｒ）Ｔ－ｔ ……………　⑶　

　ＴʀＴ＝
Ｔ

Σ
ｔ=1

ʀＴ（ｑ（ｔ））・（1＋ｒ）Ｔ－ｔ ……………　⑷　

　実際の都市高速道路の建設は，長期間にわたり段階
的に進められる。ここでは，償還開始時点（図―８に
おける供用開始）での償還に必要な残額（これまでの
建設費・維持管理費用と料金収入との差額）を建設費
として計上している。さらに，償還期間における利子

率は，一定であると仮定する。このとき償還計画で
は， ＴʀＴ＝ＴＣＣ＋ＴＣＭ の関係が成立する

〘₇〙

。

　⑵都市高速道路の長期的需要推計
　次に都市高速道路の料金設定方法について考える。
わが国の都市高速道路は，従来均一料金制が採用され
ており，平成 24 年より対距離料金制が導入されてい
る。図―９に平成 24 年時点の料金設定（階段型料
金：阪神高速道路）を表示している

〘₈〙

。
　ここでの分析においては，将来の都市高速道路料金
設定においても現行設定に対応した「階段型料金」を
用いて検討を行う。
　次に，将来生成交通量推計値を用いて，各 OD 要素
の均一成長を仮定することで，経年的 OD 交通量を設
定する（均一成長率法）。この各年次の OD 表に対し
て，上記の「ランプ間料金設定を考慮した交通量配
分」を用いて，順次各年次の都市道路網の将来交通量
（リンク交通量）が推計できる

〘₉〙，〘10〙

。これより，都市高速
道路の通行台数を経年的に表示したものが図―10 で
ある。

図―７　将来生成交通量の推計値
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図―８　都市高速道路の償還計画
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　なお本図は，将来人口推移に関して，②出生率：中
位・死亡率：中位の推計値を利用した場合の算定結果
を示している。このとき，将来的な人口減少と GDP
の長期的な逓減傾向を反映して，都市高速道路利用台
数は，平成30年以降で減少する推計結果となっている。

　⑶都市高速道路の償還計画の記述
　各年次の交通量配分結果から，都市道路網の交通状
態が推計され，これより都市高速道路の通行台数変化
が推計された。上記で推計された都市高速道路通行台
数の長期的減少に伴い，都市高速道路の料金収入は減
少する。
　次に各年次の都市高速道路交通量推計値を用いて，
長期的な償還可能性検討のための設定をおこなう。こ
の場合，償還期間：50 年間，利子率：４％を想定する。
また総建設費（TCC）：21.3 兆円を設定する。また単
位距離あたりの維持補修費： 1.26億円／㎞ を設定する。
　ここで，総建設費（TCC）に関しては，図―８に対応
する供用開始時の初期建設費を想定する。このため，建
設費として，平成 25 年度の有利子借入金（3.0 兆円）
を本モデルにおける初期建設費とみなして設定した

〘11〙

。
　また，維持補修費に関しては，阪神高速道路実績値
（平成 10 年～平成 12 年）より平均維持管理費を（CM）：
326.5 億円と設定した

〘12〙

。すなわち，総維持管理費用（利子
を含む）として合計 5.0 兆円が算定できる。
　以上の各設定を踏まえて，最終的な償還必要額（ＴʀＴ
＝ ＴＣＣ ＋ ＴＣＭ）を 26.3 兆円＝ 21.3 兆円＋ 5.0 兆円
と設定した。

　さらに上記の償還設定額に対して，想定される経年
的な料金収入額について考える。ここでは，①将来人
口変化に関する出生率：中位・死亡率：中位の場合の
推計値を用いて将来生成交通量を算定する。②生成交
通量変化に対応して，都市道路網交通量推計（交通量
配分）を行うとともに，都市高速道路料金収入を経年
的に算定する。③一方で，建設費および維持補修費よ
り算定された償還必要金額を設定して，②で算定され
た各年次料金収入額を一律に増加させる（このときの
相対的比率は 1.101 である）。
　このような算定プロセスに基づいた料金収入の推計
結果を図―11 に示す。
　本図より，人口変化が ④ 出生率：高位・死亡率：
低位の場合においても，想定された償還必要累積額に
到達しないことがわかる。

　⑷都市道路網交通状態の近似推計法
　各年次の生成交通量に対応する OD 交通量と都市高
速道路の対距離料金の設定に基づく交通量配分（利用
者均衡）結果から，将来の都市道路網における交通状
態が推計される。したがって，すべての生成交通量・
料金設定値の組み合わせに対して，１ケースあたり
50 年分（50 回）の利用者均衡配分を実行する必要が
ある。
　また，都市高速道路の償還可能性の検討では，都市
道路網全体の総走行時間・都市高速道路利用台数・都
市高速道路料金収入の各指標を交通量配分結果を用い
て，算定する必要がある。
　本研究では，各リンク交通量の算定結果を直接用い
ることはなく，総走行時間・都市高速道路料金収入・
都市高速道路通行台数の３指標値の算定を目的として

図―10　都市高速道路の通行台数の変化
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図―11　料金収入累計額算定結果
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いる。このため，将来の料金設定変更に対応する料金
収入額等の評価値を近似的に算定する方法を考えた。
　ここでは知的情報処理として，現象に対する複数の
同時推計（パターン推計）が可能な方法として階層型
ニューラルネットワーク（NN）を適用した

〘13〙，〘14〙

。このモ
デルの基本構造を図―12 に示す。入力層：３変数，
中間層：４変数，出力層：３変数の３―４―３型の階
層型モデルとなっている。
　このとき，各要素（変数）間の結合荷重を求める。
学習データ（教師データ）として，上記の交通量配分
結果による算定値を用いる。すなわち，入力変数とし
て，①生成交通量（600 万～ 1,000 万台）②下限料金
（200 円～ 600 円）③上限料金（600 円～ 1,600 円）
を設定する。これらの推計値の組み合わせに対する交
通量配分結果より，各指標値を算定し，100 サンプル
（条件設定の２ケース分に相当）の教師データを作成
した。
　図―12 に示すニューラルネットワークにおいては，
要素（ニューロン）間の結合荷重 ʷｉʲ,ʷʲｋ：24 種類，
閾値θʲ,θｋ：７種類の学習パラメータを誤差伝搬法に
より決定した。このとき，パラメータ学習において，
初期値は乱数を用いて設定し，学習回数は 1,000 回と
した。これらの手順により，結合荷重が決定され，図
―12 の階層型 NN による推計モデルが構成された。
　これより，入力条件の設定に対して，交通量配分手
順を代替する NN の少ない計算量で３種類の評価指標
値（出力変数）を同時に推計することができる。ここ
で，都市道路網全体の総走行時間に関して，交通量配
分結果に基づく算定値と NN モデルによる近似計算結
果の関係を図―13 に示す。このときの RMSE ＝ 5.48
万台・時である。また，都市高速道路通行台数は
RMSE=7,568 台，料金収入は RMSE=553 万円であり，
比較的良好な推計が可能となった。
　本図より，知的情報処理（NN モデル）を用いて，
利用者均衡配分に基づく都市道路網に関する基本的な

評価指標値が近似的に算定可能であることがわかった。

４．　都市高速道路の償還可能性分析

　次に長期的交通需要変化に対して，償還可能性を考
えた都市高速道路の料金政策について検討する。

　⑴都市高速道路の償還可能性分析
　前項の NN により，生成交通量（交通需要量）と対
距離料金の（上限料金，下限料金）に基づく都市高速
道路料金収入の変化を検討する。
　図―14 および図―15 は，生成交通量の変化（600
万台～ 1,000 万台）に対応した料金設定パターンと都
市高速道路料金収入を示したものである。
　全般的な傾向として，都市道路網の将来交通需要量
が比較的少ない場合（図―14）には，上限・下限料金
が低下すると都市高速道路料金収入が増加する。
　一方で，将来交通需要量が比較的大きい場合（図―
15）には，設定料金が増加する場合に，都市高速道路
料金収入が増加する。ここで，長期需要モデルは，経
年的な需給均衡点を示している。すなわち，均衡点の
変化は，需要関数の経年的変化に対応している。この
ため，各年次の利用者均衡点における価格弾力性は相
違することになる。

　⑵都市高速道路の料金運用手順
　次に，将来の交通需要変化を考慮した料金運用方法
を検討する

〘15〙，〘16〙

。前節の検討より，主要な運用方針として，①
都市圏の生成交通量が大きいとき，料金水準値上げに
より都市高速道路の料金収入の増加を図る，②都市圏

図―12　ニューラルネットワークモデルの構造
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図―13　総走行時間の推計結果
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の生成交通量が小さいとき，料金水準値下げにより都
市高速道路の利用促進を図るという点が示された。
　本研究では，長期的な人口減少と GDP 変化に対応
する交通需要の低下に基づいて，対距離料金設定を検
討する。図―16 に都市高速道路の料金変更ルールの
概要を示す。
　ここでは，現行料金設定＝（下限値，上限値）＝（500, 
900）を踏まえて，下限値・上限値の設定額変更による
将来料金設定を考える。すなわち，下限値は 200～ 600
円，上限値は，800～ 1,600 円の範囲で料金額の組み
合わせを設定する。ここで，本図の要点を整理する。
　・５年単位で料金水準を検討する
　・料金変更単位は 100 円または 200 円とする
　・ 料金収入累積額（利子考慮）が想定償還額に不足

する時点で料金改定を行う。
�
�
�
�
�
�
�

①生成交通量：大（750 万台以上）の場合
・上限値・下限値を値上げ（料金水準の値上げ）
②生成交通量：小（750 万台未満）の場合
・上限値は変更なし・下限値を値下げ

　⑶料金変更パターン（その１）
　上記の料金変更ルールは，前項に示した料金設定と
総需要交通量（生成交通量）の関係から，交通需要量
の大きい場合に料金値上げ，交通需要量の小さい場合
に料金値下げに対応している。
　そこで，料金変更のパターンとして，５年単位の料
金水準変更を ΔP1=200 円（上限）, ΔP2=100 円（下
限）として料金変更パターンを設定した。この料金変
更パターンを図―17 に示す。
　この場合は初回（５年目）より想定償還不足分を補
償するための料金値上げを実行する。ここでは，３回
の上限料金の増加が提案される。
　この場合の都市高速道路料金収入累積額の推移を図
―18 に示す。本図に示すように，料金変更プロセス①
により，最終年度の都市高速道路料金収入が基準額に
対して△ 0.035 兆円であり，ほぼ当該年度で償還完了

図―14　都市高速道路料金収入（需要：600 万台）
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図―15　都市高速道路料金収入（需要：1,000 万台）
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図―16　都市高速道路料金変更ルール
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している。また，都市道路網の総走行時間は，0.80% の
増加が算定される。

　⑷料金変更パターン（その２）
　次に料金変更のパターンとして，５年単位の料金水
準変更を ΔP1=100（上限）, ΔP2=100 円（下限）と
して料金変更パターンを設定した。長期的な料金収入
の漸増と後半期間での都市高速道路利用喚起を意図し
た料金変更パターンである。この具体的な料金変更プ
ロセスを図―19 に示す。この場合は，１回の料金値
上げを ΔP1=ΔP2=100 円とするパターンであり，長
期的（６回）な上限料金の増加が設定される。一方で，後
半年次には下限料金の値下げが設定されている。
　この料金変更パターンに対する都市高速道路料金収
入累積額の推移を図―20 に示す。本図に示すように，
料金変更プロセス②により，最終年度の都市高速道路
料金収入は，基準額に対して 0.012 兆円の増額であ
り，設定年度内に償還が完了する。
　一方で，都市道路網の総走行時間は，0.80% の増加
が算定される。

　⑸料金変更パターン（その３）
　次の料金変更のパターンとして，当初 10 年間は料
金変更を行わず，比較的短期間での償還計画を検討す
る。すなわち，15 年後以降の５年単位の料金水準変更
を ΔP1=ΔP2=200 円（上限・下限とも）として料金
変更パターンを設定した。この場合の具体的な料金変
更パターンを図―21 に示す。この場合は，中期より
200 円単位で料金値上げが実行される。一方で，後半
期間においては，交通需要喚起のための 200 円値下げ
（下限値）が実行されるパターンが設定されている。
　この料金変更パターン③に対する都市高速道路料金
収入累積額の推移を図―22 に示す。本図に示すよう
に，料金変更パターン③によれば，最終年度の都市高
速道路料金収入は，基準額に対して△ 0.604 兆円とな
り，設定年度内の償還は完了していない。また，都市
道路網の総走行時間は，2.27% の増加が算定されてい
る。これより，償還年次の初頭より償還可能性に関す
る調整を開始する必要があることを示している。

５．おわりに

　本研究では，長期的交通需要を想定した，都市高速

図―17　料金設定の変更パターン（その１）
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図―18　料金収入の累積過程（その１）
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図―19　料金設定の変更パターン（その２）
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図―20　料金収入の累積過程（その２）
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道路の償還可能性と時間短縮便益に関する基本的モデ
ル分析を行った。本研究の主要な成果は以下のように
整理できる。
　①都市道路網の実績データより長期交通需要変化の
推計モデルを構築した。長期的交通需要を，将来の社
会経済指標値より推計できることがわかる。
　②交通量配分に基づく，都市道路網交通需要推計よ
り，料金設定形式に基づく償還可能性を比較検討し
た。また知的情報処理技術（階層型 NN）を用いた近
似的計算法を提案した。
　③長期的需要変化を踏まえた料金水準設定を検討し
た。交通需要に対する弾力的な料金設定により，償還
可能性の修正が可能であることを示した。いくつかの
料金変更時期と変更額の設定による料金変更パターン
を提示した。
　現実の長期的な交通需要変化に対応するための今後
の検討課題として，①都市高速道路の維持管理費用の
経年変化のパターンの検討，②特定区間料金，時間帯
料金など各種の都市高速道路料金政策に基づく総交通
需要変化についての検討，③時間短縮便益の最大化と
都市高速道路の償還可能性の完了におけるトレードオ

フに関する考察などが挙げられる。
　最後に本研究を遂行するにあたって，資料収集に関
して阪神高速道路㈱のご協力を得た。ここに記し感謝
の意を表する次第です。また本研究は，平成 26 年度
（公財）高速道路調査会研究助成研究の成果であること
を付記させていただきます。
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図―21　料金設定の変更パターン（その３）
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図―22　料金収入の累積過程（その３）
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